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当事者の表示、別紙当事者目録記載のとおり
明久
 保護変更決定処分取消請求事件　　
　訴訟物の価額　　金８００万円
　手数料額　　金４万2０００円
請　求　の　趣　旨
１　別紙処分一覧表の「処分庁」欄記載の各処分庁が「処分の名宛人」欄記載の原告らに対して、「処分日」欄記載の各年月日付でした生活保護法２５条２項に基づく保護変更決定のうち、平成２６年厚生労働省告示１３６号（消費税に対応するためになされた改訂部分は除く）によって、金額を減額する部分を取り消す。
２　訴訟費用は被告らの負担とする。
との判決を求める。

請　求　の　原　因

第1　本件の概要

2013(平成25)年5月16日、厚生労働省大臣は、生活扶助基準を3年間かけて約670億円削減することを内容とする平成25年厚生労働省告示第174号を出した。（以下、「今回の生活保護基準引下げ」という。）
そして、これに伴い、同日発出された厚生労働省社会援護局通知「生活保護法による保護の基準の一部改正について」（平成25年社援発0516第50号）により生活保護基準が引下げられたものである。

今回の生活保護基準引下げの特徴は、①生活保護基準の中の生活扶助基準を、3年間で約670億円も削減し、その削減幅は平均6. 5%、最大10%にも及ぶという、現行生活保護制度が始まって以来前例を見ない大幅引下げであること、②2013（平成25）年7月時点で、わが国で生活保護を受給している者は約215万人(2013（平成25）年7月時点速報値)であるが、今回の生活保護基準引下げにより、生活保護利用世帯の96%、2 0 0万人以上が生活扶助支給額を減額され、生活を圧追されることの３点である。
今回の生活保護基準引下げは、①2013(平成25)年8月（第１段階）、②2014(平成26)年4月(第2段階)、③2015(平成27)年4月(第3段階)の3段階で実施された。
本件訴訟は、今回の生活保護基準引下げの内、2014(平成26)年3月31日付の平成26年厚生労働省告示第136号によりなされた第2段階の2014（平成26）年4月の生活保護基準の引下げを問題とし、その是正を求めるものである。
各原告らは第1段階での生活保護基準引下げによって著しくその生活が困窮することになった。

各原告らは第１段階の引下げがなされても我慢をして生活してきたが、第2段階の生活保護基準の引下げによって人間らしい生活が全くできなくなったので、やむなく不服を申立てたが、これが受け入れられず、本件訴訟を提起したものである。
ところで、生活保護基準の見直しについては、学識経験者によって構成される生活保護基準部会が検証を行うものとされている。
ところが、厚生労働省は、同部会の答申を大きく逸脱し、専門家の意見を無視した上に、何ら正当性のない計算方法によって、今回の生活保護基準引下げを決定したものであり、到底、許容できるものではない。
生活保護受給者は、今回の生活保護基準改定前にも、食費、水道費、光熱費、交際費等の「健康で文化的な最低限度の生活」を営むために必要な支出を切りつめることを余儀なくされていたものであるが、今回の生活保護基準改定は生活保護受給者から「健康で文化的な最低限度の生活」を奪うものとなった。原告らも、第１段階、本訴で問題にする第２段階の生活保護基準引下げにより、「健康で文化的な最低限度の生活」を奪われたものである。
本件訴訟は、「健康で文化的な最低限度の生活とは何か」という問題、及び「最低限度の生活」はいかなる方法によって決められるべきかということを真正面から問う訴訟である。 
第2  はじめに～最低生活保障の今日的意義と裁判所の役割～
1    「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」の意義について
(1) 憲法25条1項は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」と規定し、さらに、2項は、 「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び增進に努めなければならない。」と規定している。
すなわち、憲法２５条は、国がすべての国民に対し、健康で文化的な最低限度の生活を権利として保障するということを高らかに宣言すると共に、すべての生活部面について、社会保障の向上及び増進に努める義務を負担することを自認したものである。
この趣旨からすると、その後退は予定されていない。
わが国が批准している「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（社会権規約）9条は、社会保障に対する権利を定め、その11条は食糧、衣類及び住居を内容とする相当な生活水準についての、すべての者の権利を定め、その12条は、到達可能な最高水準の健康に対する権利を定めている。
そして、同2条1項が締結国は権利の実現を「漸進的に達成する」目的をもって措置をとることと規定していることに鑑みれば、権利の内容は、徐々に進歩しなければならず、その後退は同条項に違反する。

この点、社会権規約9条に関する一般的意見１９第42項は、「社会保障に対する権利に関連してとられた後退的な措置は、規約に基づいて禁じられているとの強い推定が働く。

いかなる意図的な後退的措置がとられる場合にも、締結国は、それがすべての選択肢を最大限慎重に検討した後に導入したものであること、及び締結国の利用可能な最大限の資源の完全な利用に照らして、規約に規定された権利全体との関連によって、それが正当化されることを証明する責任を負う。」旨述べ、後退的措置が原則的に社会権規約9条、同2条1項に違反するとしている。
2013（平成25）年5月に社会権規約委員会が日本に対して行った第3回定期報告に関する最終見解は、「委員会は、社会保障への予算分配の大幅な削減が、特に不利益を受け主流から排斥されている集団の経済的及び社会的権威の享受に否定的に影響していることに懸念を持って留意する。」と述べ、今回の生活保護基準引下げに強い懸念を示した。今回の生活保護基準引下げが、社会権規約委員会の最終見解に待つまでもなく、社会権規約9条、同11条、同12条、同2条1項に違反することは明白である。
 　 (2) ここでまず生存権理念の歴史的意義について触れたい。

生存権の理念が憲法の中に初めて登場したのは、フランス革命直後の1791年フランス憲法であると言われている。当初は、「捨子を養育し、病弱な貧者を助け、壮健にして仕事をもたない貧者に労働を与えるために、公的救済の一般的施設が設立され、組織される」 と定められ、この時期の国の義務は、経済的自由権を前提として、それを補充するものとして考えられていた。(樋口陽一ほか『憲法Ⅱ』中村睦男執筆分、138ページ以下、青林書院刊)
これに対し、経済的自由権の制限を前提にした福祉国家ないし社会国家の理念のもとにおける現代的人権としての生存権が、憲法上最初に登場したのは、1919年のドイツのワイマール憲法と言われている。 同憲法151条1項は、「経済生活の秩序は、すべての者に人間たるに値する生活を保障する目的をもつ正義の原則に適合しなければならない」とし、さらに、これを受けて、同憲法では、労働力の保護と統一労働法の制定(157条)、団結権の保障(159条)、労働権の保障(163条)および包括的保険制度の制定(161条)などが規定されている。
(3) 法理念としての生存権は明治憲法下の学者にも理解されていたが、まだ法制化されることはなく、法制化はアジア・太平洋戦争の敗北によるわが国の民主化まで待たなければならなかった。
　　　アジア・太平洋戦争という長きにわたる侵略戦争は、わが国の国民にも大きな犠牲をもたらし、生活の面でも塗炭の苦しみを余儀なくされ貧困は国民一般のものとなった。

生存権規定は、この国民の貧困を克服することが、開戦をした国の責任であるとの教えのもとに、ヨーロッパに定着していた福祉国家思想に学び、国民があまねく、人間らしい生活ができるよう制定されたものである。
憲法25条1項の規定は、もともとGHQの考えたマッカーサー草案には盛り込まれていなかったが、「帝国憲法改正案委員小委員会」での議論の際に、憲法研究会のメンバーの1人であった森戸辰男がワイマール憲法に関する知見をもとに「すべて国民は健康にして文化的水準に適する生活を営む権利を有する」という規定を新憲法に入れることを強く主張し、社会党の提案によって挿入されたもので、GHQにより押しつけられたものではなく日本人独自の構想によるものである。
その議論の際、既に23条(当時の案)に現行の25条2項の内容に相当する「社会福祉、生活の保障についての法律の立案義務」の規定があることから、「すべて国民は健康にして文化的水準に適する生活を営む権利を有する」という規定は無用ではないかとの意見や、生存権の規定は、12条(当時の案)の「幸福追求の権利」に含まれるのではないかとの意見が出された。
これに対し、森戸辰男らは、「単に、国家が法律を定める義務があるということと、国民の権利として保障されることは違う」､「幸福追求の権利があっても、生活安定を得られない者がたくさんいる。民衆の権利を基礎にして良くしていくことに生存権の意味がある」などと強く主張した結果、この意見が他の意見を斥け、現行の25条1項の規定が日本国憲法の中に謳われたものである。
(4)  このように、憲法25条、とりわけ、その1項は、国民のかけがえのない権利としての生存権をあまねく国民に保障することによって、「健康で文化的な水準の生活」 を保障する義務を国に課することになったことが、わが国の法史、及び人権法理の上からしても画期的なものであった。
憲法25条の解釈にあたっては、これらの日本国憲法制定の経過や、その趣旨、目的を十分に理解した上で、国民に対し、権利としての「健康で文化的な最低限度の生活」が保障されていること、そればかりでなく、国が、「社会保障の向上及び増進に努める義務を負っている」 ことについて、正解しなければならないことは当然である。
2  憲法25条を具体化する生活保護基準の意義         
  (1) 意法25条の理念を具体化したのが生活保護制度であることは議論の余地がない。
生活保護法(以下「法」という。)は、1条(目的)、法2条～4条(基本原理)、法7条～10条(基本原則)によって憲法25条の理念を具体化し、厚生労働省告示等により基準を定め、ケースワーカーが各保護利用世帯に対し個別に対応するというシステムを採用している。
(2)  生活保護基準は、厚生労働省自らが38項目を示していることからも明らかなとおり、個人住民税の非課税基準、国民健康保険料の減免基準、介護保険料・同利用料・障害者総合支援法における利用料の減免基準等、さまざまなものに制度上、または事実上連動している。
このように国民の生活を支える制度と連動しているために、生活保護制度は現代日本における 「ナショナルミニマム」 (国民的最低限)の意味合いを有している。
このように国民生活と密接な関連のある生活保護制度であるが、憲法25条に基づく生存権保障の内容、すなわち後に述べるナショナルミニマムの内容が国会のコントロールを受けることなく、厚生労働大臣の告示(行政裁量)によって決定されるということに最大の欠点を有している。
わが国の社会保障制度の根幹ともいうべき生存権保障の中心的役割を担っている生活保護制度が、上記のように国民生活の基盤である種々の制度と連動しているにもかかわらず、これに国民の民主的コントロールが及ばない制度になっていることは、生存権の質を低下させることにもなっている。
(3)  ここで今回の生活保護基準引下げをみると、実に保護世帯の96%、 200万人以上がその対象となり、同人らの生活を直接圧追する。また、上記のとおり生活保護基準は様々な社会保障制度と連動していることから、生活保護を受けていない所得の低い層も、生活保護基準の引下げに伴い、就学援助等の社会保障サービスが受けることができなくなったり、これまで減免されてきた税金が課税されるなどして、保護基準引下げの影響を受け、食費等の生活費の抑制を強いられることとなる。その結果、同人らの消費はますます抑制され、このことがさらなる生活保護基準の引下げの口実となるという際限のない悪循環に陥る。
このように、本件訴訟は決して生活保護世帯だけの問題ではなく、国民生活全体に及ぶ重要な問題であることを裁判所に指摘しておきたい。
3  静岡地方裁判所に期待すること
わが国の社会保障制度の根幹ともいうべき生存権保障の中心的役割を担っている生活保護制度は、国民の民主的コントロールが及ばない制度であることは何回も述べている。
人権保障の最後の砦である裁判所は、生活保護基準の引下げが行われた場合にも、上記制度の特徴を十分に踏まえた司法審査の役割を発揮しなければならないものと考える。いったん国民に保障された生存権の内容が国会のコントロールの及ばないところで剥奪されようとしているとき、これに司法が積極的に介入し、是正することは人権の府としての裁判所の責務であると考える。

これを座視して、原告らの窮状を無視することは、国民の基本的人権を保障する機関の役割を放棄すると同視できるのではないか。
原告らが生活している地域を管轄する静岡地方裁判所に対し、原告らは、あらためて人権の府としての自覚を求めたい。
第3   当事者
1  原告ら
原告らは生活保護を受給する者である。
原告らは、別紙処分一覧表「処分庁」欄記載の各福祉事務所長から「処分日」欄記載の日時に、生活扶助費の減額を内容とする第２段階の生活保護変更決定 (以下、「本件各処分」という。) を受けた。
原告らは、本件各処分に対して静岡県知事に対し、別紙処分一覧表の審査請求日欄記載の日時に、それぞれ審査請求を行い、同一覧表の裁決日欄記載の日時にそれぞれ棄却裁決を受けたものである。

そして、原告らは、同一覧表の再審査請求日欄記載の日時に、厚生労働大臣に対し、再審査請求を行ったものである。
2  被告ら及び各行政処分庁
被告浜松市、同袋井市、同静岡市と各処分庁は、生活保護実施機関として、生活に困窮するそれぞれの市民に対し、その困窮の度合いに応じて必要な保護を行い、被保護者の最低限度の生活を保障する責務を有している者である。
第4  原告らの「健康で文化的な最低限度の生活」 を営む権利の侵害 
 　１  「健康で文化的な最低限度の生活」を営む権利
憲法25条は国民に対し「健康で文化的な最低限度の生活」を保障し、それを受けて生活保護法3条は 「この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができるものでなければならない。」 と規定し、同法8条は保護の基準について「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これをこえないものでなければならない。」と規定している。
憲法や生活保護法がいう「健康で文化的な最低限度の生活」は、社会で普通に暮らし、幸せだと感じている、ごく普通の市民の生活状況が基準とされなければならないが、その内実は、「人間らしい生活のできる住居が確保されること」、「生命維持に必要なライフライン(水道、電気、ガス)が整備されていること」、「健康状態を良好に保つため、十分な疾病の治療の機会が確保されること」、「衛生状態を良好に保ち、生命を維持するに足りる栄養素を確保できること」等であり、それが満たされていなければならない。　

加えて、保障される範囲も上記のような単に日常生活だけではなく、社会から情報を取り入れ、世間の人と交流し、自分たちの子どもを教育すること等が社会生活の上からしても、必要不可欠なことであり、これらの文化的要素が満たさなければ「文化的な生活」が確保されたとは到底言えない。
単にかろうじて生活ができるだけの程度では、とても、「健康で文化的な生活」と言えないことは明白である。

「健康な生活」、「文化的な生活」が確保されるためには生活費に余裕がなければならないことは言うまでもなく、原告らは、次に述べるように今回の生活保護基準引下げ、第２段階による本件各処分によって、ぎりぎりの生活、いわば単にかろうじて生活しているだけの状態を余儀なくされ、「健康で文化的な最低限度の生活」以下の生活を強いられることになったものである。
2  原告らの生活実態
(１)　原告A（昭和20年3月13日生）

同原告は１人暮らしであるが、生活保護費が引下げられ、食べるのにもこと欠く毎日で、水道代、電気代、ガス代の光熱費の支出にも気をつかわなければならず、入浴も制限し、ほとんどシャワーですませている。
又、なるべく電気代を抑制しようとして、冬の寒い日にも暖房することもひかえ、寒さに耐える日が続く。

金銭的に余裕がないため、３食のところを２食ないし１食にするが、身体が疲れ易く、頭もうまく回転しなくなってしまう。

　(２)　原告B（昭和17年10月20日生）

同原告は1人暮らしであり、糖尿病の身であるが、生活保護費が減額され、水道代やガス代のことを心配して入浴も制限しなければならず、冬期には２日程しか風呂には入らない。
それ以外の日は、ストーブの火で沸かした湯で足を温め、身体を湯で拭く程度である。

水道検針員も、何故、水道の使用量が少ないか不思議がる程である。

食材にしても、農家の無人販売所から安い野菜を買ってきて工夫して調理をしているが、それでも現在ではその他の食材が高くなっているので、病身ではあるが、栄養価のある食事を摂取することができない。

　　(３)　原告C（昭和24年6月30日生）

同原告は３人世帯であるが、子供２人は精神障害者であり、同原告自身も下咽頭がん等の後遺障害があり就労することができない。

同原告は、１日１食、子供は１日２食と食費を節約し、水道代やガス代がかかるので入浴もできず、シャワーを使い、最低限の清潔を保持するしかない。
生活保護受給前は生きることに希望が持てず、死を覚悟する毎日であったが、それでも生活保護受給後は少しでも生きる勇気が出てきて、頑張る気持ちにもなった。

しかし、生活保護費が減額される状態では、又、元の状態になるのではないかと思うと、とても暗い気持ちになる。

　(４)　原告D（昭和7年11月10日生）

同原告は1人暮らしであるが、以前は夫と共に写真店を自営していたが、７５歳になった時、店閉まいをし、古い住居を売り、老後の資金としたが、友人に裏切られ、貸した金が返済されず、生活に困窮することになった。

その後、生活保護を受給して生活するようになったが、８２歳の老齢では、身体に病気が多く、眼病や直腸の病気になり、入院し、その後、定期的に通院することを余儀なくされている。
病身の身であるので、食事も消化のよいもの、栄養価の高いものを摂取しなければならないが、生活保護費の減額でそれもままならなくなり、食事も１日に３食とることが不可能になっている。

入浴も制限され、浴槽に湯を十分に入れて入浴したいが、水道代やガス代のことを考えると、それもままならない。

冬期でもエアコンはあまりつけず、寒さに耐え、近所づきあい、親戚づきあいもお金がかかるため絶っている。

衣類も全く購入せず、今までの物で間にあわせている。

同原告は、もう少し楽しく、幸せと思える毎日を過ごしたいと思っているが、現状ではとてもそのような状態にはなっていない。

　(５)　原告E（昭和35年２月8日生）

同原告は、市営の団地に娘1人と2人で暮らしているが、２人とも精神に疾患を有し、就労も制限され、なかなか厳しい状態である。
生活保護費が減額される前もそうであったが、特に減額後は生活が苦しく、とても人間らしい生活ができなくなっている。
衣服は新調したことがなく、今までの物をまとい、電化製品も一切購入できず、洗濯機も親戚からもらった物を使用している。

毎日の食事も品数や量を減らすなどしているものの、栄養価の高い物を摂取することができず、日用品、トイレットペーパー、洗剤等も安い物をさがし購入しているが、物価が高くなり、そうした努力も限界に達している。

親戚に冠婚葬祭があった場合にも香典等を出すことがままならないので困っている。

同原告は、将来のことを考えると、とても不安で、やりきれない思いをしている。

原告らの生活実態は以上のとおりであり、原告らの生活が、到底、「健康で文化的な最低限度の生活」でないことは明白である。
3  まとめ
以上のとおり、本件各処分により原告らは「健康で文化的な最低限度の生活」以下の生活を強いられるようになった。本件各処分の前提である今回の生活保護基準引下げ、第2段階の生活保護基準改定は、いずれも憲法25条、生活保護法3条、8条、社会権規約9条、同2条1項に違反したものであって、裁量権を逸脱・濫用した違法がある。

従って、本件各処分は取消しを免れないものである。                                                                               
第5  裁量権を逸脱・濫用してなされた今回の生活保護基準引下げ
1  厚生労働大臣の裁量の範囲について
憲法25条、生活保護法の趣旨・目的(同法1条、3条)、同法8条2項
が生活保護基準を「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在
地域別その他保護の種類 に応じて必要な事情を考慮した最低限
度の生活の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これをこえない
もの」と規定していることからすると、生活保護基準を定めるにあたって
厚生労働大臣に与えられた裁量は極めて限定的なものというべきであ
る。
特に、既に実施運用されてきた生活保護基準を引下げる場合は、その引下げが原則的に生活保護者に生活費の抑制を強いることになり、食費や光熱費、交際費等の削減をもたらすことになり、必然的に生活の質を低下させるものである。
従って、より一層、厚生労働大臣の裁量の幅は狭まるというべきであり、その判断過程についても、恣意的な判断が入り込むことは許されない。
厚生労働大臣が今回の生活保護基準引下げを決定するに際し、専門家意見の無視や軽視、データや算定手法の恣意的な選択、生活保護受給者の生活実態の調査不足等があれば、裁量権の逸脱・濫用があり、本件生活保護基準改定を前提とする本件各処分も違憲、違法となるものである。
次に、今回の生活保護基準引下げに至る経過に触れ、厚生労働大臣の判断に裁量権の逸脱・濫用があったことを述べる。
2  今回の生活保護基準引下げに至る経緯
 (1) 社会福祉基礎構造改革と生活保護制度
1990年代以降、社会福祉基礎構造改革が唱えられ、「措置」から「契約」への名の下に、社会保障分野への市場原理の導入と国の責任の後退が図られ、それに伴い国民の自助努力が強調されるようになった。

こうした中で、社会福祉分野における国民の負担の強化と給付内容の抑制が実施されてきた。  
そして、2000(平成12)年に、社会福祉基礎構造改革法案に対する国会の附帯決議において、「生活保護の在り方について、十分検討を行うこと」との指摘がなされたことが契機となって、生活保護制度の見直しが検討されることとなった。
(2) 生活保護制度の在り方に関する専門委員会の設置と同委員会報告書
厚生大臣(現・厚生労働大臣)に対して専門機関による裁量統制の役割を果たしてきたのは、社会福祉事業法(現・社会福祉法)に基づいて設置された中央社会福祉審議会内の生活保護専門部会である。
ここで、生活保護専門部会が設けられた経緯について説明する。
生活保護法の立法担当者であった小山進次郎は、著書「生活保護法の解釈と運用」の中で、生活保護基準に関する法8条について次のように述べている。(注:下線部は原告らによる。以下同様。)。
「保護の基準を法文上明確に規定することができないとすれば、その決定に対し国民の声を反映させるために特別の審議会を設けよという意見が極めて強力に衆参両院から述べられた。両院の公聴会における意見にもこれに触れているものが多かった。この意見には傾聴に値するものがあったが、厚生省当局側としては、保護の基準は飽く迄合理的な基礎資料によって算定さるべく、その決定に当り政治的色彩の混入することは厳に避けられるべきこと、及び合理的な基礎資料は社会保障制度審議会の最低生活水準に関する調査研究の完了によつで得られるべきことを説明し、且つ、社会事業審議会に部会を設け実際の運用に当りその趣旨を生かすことを言明して了解を得た次第である」（同書１６７ページ以下）
このように、小山進次郎は、生活保護基準は社会保障制度審議会というオーソライズされた場で認められた「合理的な基礎資料」によって算定されるべきであって、政治的色彩のある要素は考慮すべきでないと論じている。つまり、生活保護基準は、合理的な基礎資料によって算定されるべきであって、政治的意図によって算定されるべきものではないのである。

生活保護専門部会は、この立法者意思を踏まえ、厚生大臣に対して裁量統制の役割を果たしてきた。
なお、中央社会福祉審議会は2001(平成13)年の中央省庁再編に伴って社会保障関係の22審議会が8審議会に統合再編された際、社会保障審議会にその役割が引き継がれた。
そして、同審議会内に設置された福祉部会は2003(平成15)年7月28日、同部会の下に「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」を置くことを決め、第1回専門委員会会合は同年8月6日に開催された。
同委員会は2004(平成16)年12月15日付報告書において、以下のとおり述べ、生活扶助基準については「その水準は基本的に妥当」として引下げるべきでない旨述べるとともに、生活扶助基準の評価、検証のあり方についても次のように述べた。                                             
第2  生活保護基準の在り方について
1  生活扶助基準の評価・検証等について
(1)評価・検証
先の中間取りまとめにおいて報告したとおり、いわゆる水準均衡方式を前提とする手法により、勤労3人世帯の生活扶助基準について、低所得世帯の消費支出額との比較において検証・評価した結果、その水準は基本的に妥当であったが、今後、生活扶助基準と一般低所得世帯の消費実態との均衡が適切に図られているか否かを定期的に見極めるため、全国消費実態調査等を基に5年に一度の頻度で検証を行う必要がある。 なお、生活扶助基準の検証に当たっては、平均的に見れば、 勤労基礎控除も含めた生活扶助基準額が一般低所得世帯の消費における生活扶助相当額よりも高くなっていること、また、各種控除が実質的な生活水準に影響することも考慮する必要がある。
また、これらの検証に際しては、地域別、世帯類型
別等に分けるとともに、調査方法及び評価手法についても専門家の知見を踏まえることが妥当である。同時に、捕捉率(生活保護の受給要件を満たす世帯がどれだけ実際に生活保護を受けているか) についても検証を行う必要があるとの指摘があった。
(中略)
4  その他                    
   　 なお、1、(1)で述べた定期的な評価を次回行う際には、今回行われた基準の見直しに係る事項についても評価の対象とし、専門家による委員会等において詳細な分析や検証を行い、被保護世帯の生活への影響等も十分調査の上、必要な見直しを検討することが求められる
 (3) 生活扶助基準に関する検討会による検討
他方、2007(平成19)年10月には突然、厚生労働省社会・援護局長の私的研究会(すなわち審議会等とは全く異質のものである。)として、学識経験者5名による「生活扶助基準に関する検討会」が立ち上げられ、同月19日の第1回会合を皮切りに、わずか5回、1か月半足らずの会合を経て同年11月30日に報告書がまとめられた。
同研究会は「骨太の方針2006」で示された、翌年以降社会保障関係予算を毎年2200億円削減するとし、生活扶助基準についても低所得世帯の消費実態等を踏まえた見直しを2008年度には確実に実施するとの方針を実現するため、時間的余裕が全くない状況で開催され、報告書完成当日の午前中には舛添厚生労働大臣 (当時) がマスコミに対し「若干、引き下げる方向の数字が出ると思う」と基準引下げを明言するなど、政治的な目的は明らかであった。
ところが同検討会メンバーは5名全員の連名で、「生活扶助基準に関する検討会報告書が正しく読まれるために」という文書をわざわざ公表し、報告書から直ちに生活扶助基準引下げの結論を導くことを厳しく戒めた。
合理的根拠もなく生活保護基準を引き下げることについては全国から反対の声が強まり、結局「骨太の方針2006」に明記されていた引下げは実現しなかった。                                                                         (4)  生活保護基準部会の審議過程について
生活保護基準部会は、2011(平成23)年2月、学識経験者による
専門的かつ客観的な検証を行うため、社会保障審議会の下に新たに常設部会として設置された。
 　同部会は、２００９（平成21）年全国消費実態調査の特別集計等のデータを用いて、国民の消費動向、特に一般低所得世帯の生活実態を勘案しながら、生活扶助基準と一般低所得者世帯の消費実態との均衡が適切に図られているか否か等について検証を行った。
そして、同部会は、2013(平成25)年1月18目の第13回部会において、報告書を取りまとめて発表した。
しかし後記のとおり、同部会の報告書は決して生活保護基準の引下げを是とするものではなく、引下げに厳しく釘を刺すものであった。
(5)  生活保護基準引下げの強行
ところが、厚生労働省は2013(平成25)年1月27日、「生活保護基準の見直しについて」と題する文書を発表した。
そこには、生活扶助基準の見直しによって、3年間で約670億円の保護費を削減すること、別途、期末一時扶助について同年12月分のみで約70億円の保護費を削減すること等が記載されていた。
前者の生活扶助基準本体の見直しについては、①「生活保護基準部会における検証結果を踏まえ、年齢・世帯人員・地域差による影響」を考慮した削減が約90億円、②「前回見直し(平成20年)以降の物価の動向を勘案」した削減が約580億円(本体分510億円、加算分70億円)であるとされ、平均6.5%、最大10%の削減となるとされた。全被保護世帶の96%が削減による影響を被るという、過去前例を見ない大幅削減であった。
とりわけ削減額の8割近くを占める②については、生活保護基準部会では一切検討されたことがなく、「生活扶助相当CPI(消費者物価指数)」という、厚生労働省が独自に考えた特異な計算方式によって4.78%の削減幅が導き出された。
 　 その後、2013(平成25)年5月16日付厚生労働省告示174号 において、同年8月1日付の生活保護基準引下げが正式に示された。
当該告示を受け、被告らの処分庁による本件各処分を含め、全国各地の保護実施機関による保護基準引下げを含む生活保護変更決定が行われた。
3  今回の生活保護基準引下げの具体的間題点
(1) 「生活保護基準部会における検証結果を踏まえた調整」について
ア  はじめに
前記2(5)で述べたとおり、今般の生活扶助基準の見直し (削減)額約670億円のうち約90億円は、 「生活保護基準部会における検証結果を踏まえ、年齢・世帯人員・地域差による影響を調整」したものと説明されている。
生活保護基準部会は、年間収入階級第1・十分位(下位10%の低所得層)の消費実態と生活保護基準を比較して生活扶助基準と一般低所得者世帶の消費実態との均衡が適切に図られているか否かの検証を行っている。
しかし、当該検証方法には、以下のとおり大きな間題があり、そのために、基準部会報告書自体も、検証結果を踏まえて生活扶助基準を引き下げるべきとは明記しておらず、むしろ、様々な懸念に敢えて言及し、引き下げに釘を刺しているのであって、今般の見直しは、「基準部会における検証結果を踏まえた」ものとは到底言えない。
以下、このことについて詳述する。
イ 第1 ・十分位層を比較対象としたことの問題点
(ア)  消費水準均衡方式の考え方に反する                    
1984(昭和59)年以降現在に至るまで採用されてきた生活保護基準の検証方式(消費水準均衡方式)は、単純に最下位層である第1・十分位の消費支出に生活扶助基準を合わせる というものではなかった。
すなわち、消費水準均衡方式は、中央社会福祉審議会が、生活保護受給世帯の消費水準を「一般国民の消費実態との均衡上ほぼ妥当な水準」であるとし、その均衡(格差)をそのまま維持せよと意見具申したのを受けたものであるが、その際、生活保護基準の妥当性検証の前提とされたのは、①平均的一般世帯の消費支出、②低所得世帯 (ここでいう低所得世帯とは第1・五分位(下位20%)と第2・五分位(下位40%)の世帯)の消費支出、③被保護世帯の消費支出の3つの間の格差の均衡に留意するということであった。この点は、報告書3ページ自体も、「指数を全分位の所得階層(全世帯)あるいは中位所得階層(第3・五分位)等から算出することも可能だが」と言及しているところである。
つまり、今回の生活保護基準部会が採用した検証方法は、こ　れまでの消費水準均衡方式とは異なる方式であり、単純に第1・十分位の消費支出に生活扶助基準を比較したものである。
(イ)  最下位層との比較は際限のない引下げを招く
そもそも、生活保護基準以下の生活を余儀なくされている　　「漏給層(制度の利用資格のある者のうち現に利用していない者)」が大量に存在する現状においては、低所得世帯の消費支出が生活保護基準以下となるのは当然のことである。
そのような現実を無視し、最下位層の消費水準との比較を根拠に、生活保護基準を引下げることを許せば、保護基準を際限なく引下げていくことにつながり、合理性がないことは明白である。
この点は、報告書9ページ自体が「現実には第1・十分位の階層には生活保護基準以下の所得水準で生活している者も含まれることが想定される点についても留意が必要」と指摘しているほどである。
(ウ)  基準部会報告書は第1・十分位との比較による生活保護基準引下げには消極的な姿勢を示している。

基準部会委員の多くは長年貧困研究に携わってきた専門家であり、設置当初の部会においては、委員(駒村部会長、岩田委員、山田委員、阿部委員)がそれぞれ独自に調査分析を行い、あるべき最低生活費を算定・発表してきた。その結果は、生活保護基準(1級地1)が13万8839円であるのに対し、各委員の研究によれば、あるべき最低生活費は16～21万円であって、むしろ現行生活保護基準の低さが浮き彫りとなっていた。
しかしながら、厚生労働省は、こうした部会委員の研究成果を顧りみることなく、2012(平成24)年11月9日開催の第11回部会において、第1・十分位層の消費実態と生活保護基準を回帰分析の方法で比較するという検討方針を示した。そして、翌2013(平成25)年1月16日開催の第12回部会において初めて、平成21年全国消費実態調査(以下「全消」という)のデータを前提として検証した数値を発表するとともに、一部の例外(高齢世帯) を除き、軒並み生活保護基準を引き下げることを示唆する報告書案を提示し、そのわずか2日後の第18回部会で報告書が取りまとめられたものである。
この検討経過からすると、第1・十分位との比較検証という手法は、厚生労働省が主導・誘導したものであって、部会委員らの積極的発案検討によるものではないことが明白である。
そのため、基準部会報告書は、以下のとおり、様々な観点から第1・十分位との比較によって生活扶助基準を引き下げることに対する懸念に言及し、むしろ消極的な姿勢を示している。
「具体的にどのような要因がどの程度消費に影響を及ぼすかは現時点では明確に分析できないこと、また、特定の世帯構成等に限定して分析する際にサンプルが極めて少数となるといった統計上の限界があることなどから、全ての要素については分析・説明に至らなかった」
「今後、政府部内において具体的な基準の見直しを検討する際には、今回の検証結果を考慮しつつも、同時に検証方法について一定の限界があることに留意する必要がある」
「とりわけ第1・十分位の者にとっては、全所得階層における年間収入総額に占める当該分位の年間収入総額の構成割合にわずかな減少があっても、その影響は相対的に大きいと考えられることに留意すべきである。また、現実には第1・十分位の階層には生活保護基準以下の所得水準で生活している者も含まれることが想定される点についても留意が必要である」
「今般、生活扶助基準の見直しを具体的に検討する際には、現在生活保護を受給している世帯及び一般低所得世帯、とりわけ貧困の世代間連鎖を防止する観点から、子どものいる世帯への影響にも配慮する必要がある」
ウ  まとめ
以上の,とおり、年間収入階級第1・十分位と生活保護基準とを比較して検証することは不当である。生活保護基準部会は基準引下げを明言せず、むしろ様々な視点から安易な引下げに釘を刺しているものであり、それにもかかわらず、今回の生活保護基準引下げはそのような指摘を顧みずに行われたものであり、到底、許容できない。
(2) 「前回見直し2008(平成20)年以降の物価の動向を勘案」したとする部分について
ア はじめに
上記2(5)で述べた 「生活扶助相当CPI (消費者物価指数)」は、厚生労働省が独自に考えた特異な計算方式である。これは、生活保護基準引下げを決めるための恣意的なものであり、専門的知見も生活保護受給者の生活実態も踏まえないものである。従って、この方式によって得られた結論を生活保護基準引下げの根拠とすることは到底できない。
イ 生活扶助相当CPI (物価指数)とは何か。
生活扶助相当CPIとは、総務省が作成する消費者物価指数(以下、「総務省CPI」という)より、生活扶助に該当しない品目を除いた品目を対象として、物価指数を算出するものである。すなわち、生活保護世帯が原則的に保有を禁止されている自動車にかかる費用、授業料、診療代等の品目を控除し、生活保護世帯固有の消費動向に基づく物価指数 (=生活扶助相当CPI)を算出するとされている。
厚生労働省は、以下の計算方法により、2010(平成22)年を基準年(指数「100」)として、2008(平成20)年と2011(平成23)年の生活扶助相当CPIを比較した。その結果、2008(平成20)年の指数は「104.5」、2011(平成23)年は「99.5」であるとし、4.78%の物価下落(=デフレ)が生じたと公表した(99.5/104.5-1=△4.78)。                                                        
① 総務省の総合CPIのうち、a.家賃、教育費、医療費など生活扶助以外の他扶助で賄われる品目、b.自動車関係費、NHK受信料など原則生活保護受給世帯には生じない品目を除いた品目を指定品目とする。
②  2010(平成22)年を基準年とする。
③  2008(平成20)年の指数と2011(平成23)年の指数を比較する。
しかし、生活扶助相当CPIの算定方法には、以下の問題がある。
ウ  生活扶助相当CPIの問題(算式の問題)
(ア)  1984(昭和59)年以降、生活扶助基準の算定において採用されていた、消費水準均衡方式から逸脱することは、上記2(2)で述べたとおりであり、 生活保護の在り方に関する専門委員会による検討によっても、消費水準均衡方式による生活扶助基準については妥当性が確認されている。そして、今日に至るまで同方式そのものには一切変更が加えられていない。
又、消費水準均衡方式は3(1)イ(ア)で述べたとおり、物価を基準とした調整方法ではない。
ところが今回厚生労働省が採りいれた方法は、同方式とは全く異質のものである。仮に、このような方法を新たに取り入れようとする場合には、当然、社会保障、統計、物価などに詳しい専門家や生活保護基準部会の検討、意見を踏まえるべきである。

しかし、今回はそのようなことが一切なされていない。
(イ)  生活扶助相当CPIは、厚生労働省による特異な計算方法であり、学説上の裏付けは一切ない。

総務省が採用する、政府の公式の計算方法は「ラスパイレス指数」(エテイエンヌ・ラスパイレスが提案した加重平均によって算出された指数)をいい、長年、世界各国で物価の計算に用いられてきた計算方法である。他方、厚生労働省が生活扶助相当CPIを算出した計算方法は、歴史上も学説上も存在せず、統計学や物価の研究者による研究や妥当性についての考究も一切ない。
(ウ) 基準年(2010年)より前の年度を比較年(2008年)とすることの間題
基準年を2010(平成22)年とすることにより、各品目の支出割合がほぼ一定であった2008年(平成20年、比較年①)から2011年(平成23年、比較年②)においては、物価下落が過大に評価される一方、物価上昇は過少に評価されるため、CPIの動向に強い「下方バイアス」がかかる結果となるという問題がある。
すなわち、物価の下落率が過大に評価されたのである。
(エ)  2011(平成23)年のCPIの基礎となる品目と2008(平成20)年のCPIの基礎となる品目が異なるが、統計学における比較対象は、同じ条件のもとで作成されたものでなければならない。
　しかし、生活扶助相当CPIでは、2011(平成23、比較年②)年において基礎とされている品目は517品目、2008(平成20、比較年①)年は485品目であって、32品目の差がある。
厚生労働省は、統計学上の初歩的なルールを逸脱した、生活扶助相当CPIという独自の計算方式を提唱し、その結果に基づき今回の施策を決定したものである。
エ  生活扶助相当CPIの問題
 (ア)  上記のとおり、生活扶助相当CPIは、総合CPIより、生活保護世帯が支出しない項目を控除して作成されている。  
       しかし、以上の操作をした結果、個別品目の支出割合に歪みが生じ、むしろ、生活保護世帯の消費実態とかけ離れた結果となった。                                                    
(イ)  一般に、低所得になればなる-ほど、家計の中で食費や光熱費等の生活必需品が占める割合が高くなり、教養娯楽費等の占める割合は低くなる。特に、生活保護受給者等の低所得者は電化製品をほとんど購入することができないのが現実である。

総合CPIから、生活保護世帯が支出しない項目を控除した結果、生活扶助相当CPIは、相対的に電化製品の支出割合が大きく評価されることになった。       
一般CPIの支出割合(2005(平成17)年基準)

	電化製品
	電化製品以外

	211
	9789


生活扶助相当CPIの支出割合
	電化製品

263
	電化製品以外

	
	除外品目以外

5922
	除外品目

3815


(ウ)  以下の図の通り、生活扶助相当CPIに含まれる品目のうち2008(平成20)年から2011(平成23)年にかけての物価の下落率が高い10個の品目は全て電化製品である。 
生活扶助相当CPIに含まれる品目の2008年→2011年の物価変動率
	物価下落率トップ１０
	物価上昇率トップ１０

	デスクトップパソコン
	-74.7％
	たばこ
	38.4％

	ノートパソコン
	-73.0％
	ジャガイモ
	31.3％

	ビデオレコーダー
	-68.7％
	タマネギ
	30.5％

	カメラ
	-68.0％
	即席スープ
	24.3％

	テレビ
	-66.4％
	うなぎ蒲焼
	13.4％

	ビデオカメラ
	-55.4％
	ホウレンソウ
	13.3％

	洗濯乾燥機
	-55.3％
	ピアノ
	12.9％

	電気冷蔵庫
	-45.9％
	学習参考教材
	12.7％

	電子レンジ
	-41.1％
	白菜
	12.2％

	全自動洗濯機
	-38.7％
	傷害保険料
	11.8％


(エ) したがって、電化製品の占める割合が増加した,ことにより、電化製品の物価下落が過大に評価される結果になった。
オ 本来比較すべき年度を比較していないこと
先に述べた老齢加算生活保護基準の削減廃止に伴う生活保護　引下げが行われたのは、2004（平成16)年である。
そうだとすれば、本来、2004(平成16)年の指数と最新の年である2012(平成24)年の指数を比較するのが合理的である。
しかし、厚生労働省は、2008(平成20)年と2011年(平成23)年を比較した。
以下の通り、2008(平成20)年は、一時的に物価が上昇した時期である。従がって、厚生労働省は、あえて、物価の下落幅が大きくなるよう2008(平成20)年を比較年としたものであり不当である。客観的にみても、2008(平成20)年は、前後の10年以上の時期のなかで、唯一、物価が有意義に上昇した年である。そのような2008（平成20）年を比較年に採用している本件生活扶助CPIなる概念に、続計的な価値など全くないことは言うまでもない。
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（「平成24年平均消費者物価指数の動向」総務省統計局HPより）

カ  まとめ
以上、生活扶助相当CPIは、生活保護世帯の消費実態と乖離し、また、適切な物価動向を反映しない、問題のある算式である。
このような算式を根拠に決定された今回の生活保護基準引下げは、厚生労働大臣の裁量を逸脱・濫用するものである。
4  結　　　論
今回の生活保護基準引下げについては、まず、「生活保護基準部会おける検証結果を踏まえた調整」については、生活保護基準部会の報告書、すなわち「専門的知見」の内容を正解しないものである。
次に、 「前回見直し(平成20年)以降の物価の動向を勘案」したとする部分についても、基準部会等の検証を一切踏まえていない点で専門的知見には基づかず、しかも、生活扶助相当CPIなる、厚生労働省独自の特異な統計操作に基づいて実行された点において、客観的な裏付けにも欠けるものである。
今回の生活保護基準引下げに至る判断は、専門家意見を踏まえず、恣意的に作製されたデータ及び統計操作に基づいてなされたものであって、憲法25条、生活保護法3条、8条、社会権規約9条、同11条、同12条、同2条1項に反するもので、裁量権の逸脱・濫用は明白である。
従がって、本件生活保護基準改定を前提とする第２段階の本件各処分もまた、同上法令及び同上国際条約に反するものであって、その取消しを免れない。
５  審査請求前置
本件各処分の名宛人となった各原告らは、別紙処分一覧表の審査請求日欄記載の日時に、同一覧表の処分日欄記載の各処分に対する審査請求を静岡県知事に対して行ったが、いずれも同一覧表の裁決日欄記載の日時に棄却されたものである。
各原告らは、これを不服として、同一覧表の再審査請求日欄記載の日時に厚生労働大臣に対し、再審査請求をしたが、厚生労働大臣は、裁決をしないまま、再審査請求日から既に７０日が経過したので、みなし棄却とみなされる。（生活保護法65条1項、2項、同66条1項、2項）
第6  結　　　論
以上、詳述したように、第2段階の本件各処分は、憲法25条、生活保護法3条、8条、社会権規約9条、同11条、同12条、同2条1項に反した今回の生活保護基準引下げ、本件生活保護基準改定を前提としてなされたものであるから、違憲・違法及び国際条約に反するものとして取消されなければならない。
証拠方法
追　っ　て　提　出　す　る　。
添付書類
　　　　　　　　　　　　　１　訴状副本　　　　　　３通

　　　　　　　　　　　　　２　訴訟委任状　　　　　　５通

当事者目録
〒435‐0028　浜松市南区飯田町７０７番地
ハイツたかはしⅡＢ－１

　　　　　　　　　　　原　告　　A
〒430‐0901　浜松市中区曳馬３丁目１４番４１号
　　　　　　　　　　　原　告　　B
〒437‐0065　静岡県袋井市堀越３丁目１２番４号
エルディム堀越Ⅱ－１０６
　　　　　　　　　　　原　告　　C
〒422‐8033　静岡市駿河区登呂３丁目１３番－Ｅ105号

　　　　　　　　　　　原　告　　D
〒420‐0005　静岡市葵区北番町１１７番地の３
市営北番町団地６０３号
　　　　　　　　　　　原　告　　E
〒420‐0839　静岡市葵区鷹匠１丁目５番１号
ＮＥＵＥＺＥＩＴ４階

弁護士法人鷹匠法律事務所（送達場所）

ＴＥＬ　０５４－２５１－１３４８

ＦＡＸ　０５４－２５１－５５２６

上記原告５名訴訟代理人

弁護士　大橋昭夫
　　　　　　　　　　　同　　久保田　和　之
　　　　　　　　　　　同　　靏岡寿治
同　　小池　賢
同　　北上紘生
　　　〒432‐8023　浜松市中区鴨江４丁目１０番２２号
佐藤ビル２階

森下法律事務所
上記原告５名訴訟代理人

弁護士　森下文雄
　　　〒420‐0032　静岡市葵区両替町１丁目４番地の５
河村第１ビル３階

静岡合同法律事務所

上記原告５名訴訟代理人

弁護士　阿部浩基
〒430‐8652　浜松市中区元城町１０３番地の２
　　　　　　　　　　　被　　告　浜松市
上記代表者市長　　鈴木康友
　　　　　　（処分を行った行政庁の表示）

　　　　　　　原告Aにつき

〒430‐0898　浜松市南区江之島町６００番地の１
　　　　　　　　浜松市南区福祉事務所長
　　　　　　　原告Bにつき

〒430‐8652　浜松市中区元城町１０３番地の２
　　　　　　　　浜松市中区福祉事務所長
〒437‐8666　静岡県袋井市新屋１丁目１番１号
　　　　　　　　　　　被　　告　袋井市
上記代表者市長　　原田英之
　　　　　　（処分を行った行政庁の表示）

〒437‐8666　静岡県袋井市新屋１丁目１番１号
　　　　　　　　袋井市福祉事務所長
〒420‐8602　静岡市葵区追手町５番１号
　　　　　　　　　　　被　　告　静岡市
上記代表者市長　　田辺信宏
　　　　　　（処分を行った行政庁の表示）

　　　　　　　原告Dにつき

〒422‐8550　静岡市駿河区南八幡町１０番４０号
　　　　　　　　静岡市駿河福祉事務所長
　　　　　　　原告Eにつき

〒420‐8602　静岡市葵区追手町５番１号
　　　　　　　　　　　静岡市葵福祉事務所長
電化製品は2.11％





電化製品4.25％


4.25％
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